
◎人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律 
（平成二八年一一月一六日法律第七六号）   

一、提案理由（平成二八年四月二七日・衆議院内閣委員会） 

○島尻国務大臣 ただいま議題となりました人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に

関する法律案及び衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律案に

つきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 まず、人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律案につきまして、その提

案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 近年、人工衛星やその打ち上げ用ロケットの小型化と低価格化が進み、宇宙活動への

参入障壁が下がってきたことから、民間企業の宇宙活動が進展し、新産業やサービス、

雇用機会の創出等が期待できる状況となっています。 

 今後、民間企業による人工衛星等の打ち上げや人工衛星の管理といった宇宙活動が進

展する中で、これらの活動に関する基準を明確にし、事業リスクを低減することで予見

可能性を向上させることや、人工衛星等の打ち上げに伴うリスクに対する公共の安全の

確保、万が一の損害が発生した場合に被害者の保護を図ることが求められるようになり

ます。 

 このため、我が国における人工衛星等の打ち上げ及び人工衛星の管理に関する国の許

可制度や、これらに起因する損害に対する賠償に関する制度を設けることを規定する本

法律案を提出した次第です。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、人工衛星等の打ち上げについては、その都度許可を受けなければならないこ

ととするとともに、許可申請処理の迅速化のために、ロケットの型式認定制度、打ち上

げ施設の適合認定制度を設けることとしています。 

 第二に、人工衛星の管理については、人工衛星ごとに許可を受けなければならないこ

ととしています。 

 第三に、内閣総理大臣による監督を規定し、法律の施行に必要な限度において、許可

を受けて人工衛星等を打ち上げる者などへの立入検査、必要な指導、助言及び監督がで

きることを規定しております。 

 第四に、人工衛星やその打ち上げ用ロケットの落下等による第三者への損害について、

人工衛星等の打ち上げや人工衛星の管理を行う者の無過失責任とするとともに、人工衛

星等の打ち上げに係る許可を受けた者に対し、民間の損害賠償責任保険契約の締結等の

損害賠償担保措置を講ずる義務を課し、当該措置では埋めることができない損害を賠償

する場合については政府が補償することとしています。 

……………（略）…………… 

 以上が、人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律案及び衛星リモートセ

ンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律案の提案理由及びその要旨であります。 



 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院内閣委員長報告（平成二八年一〇月二八日） 

○秋元司君 ただいま議題となりました両案につきまして、内閣委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律案の概要について申し上

げます。 

 本案は、宇宙基本法の基本理念にのっとり、人工衛星等の打ち上げ及び人工衛星の管

理に係る許可に関する制度並びに人工衛星等の落下等により生ずる損害の賠償に関する

制度を設けることにより、宇宙諸条約の実施、公共の安全確保、当該損害の被害者の保

護を図り、もって国民生活の向上及び経済社会の発展に寄与するものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、第百九十回国会に提出され、四月二十六日に本委員会に付託されました。 

 本委員会においては、翌二十七日に提案理由の説明を聴取しましたが、以後、今国会

まで継続審査に付されていたものです。 

 今国会におきましては、十月二十六日、質疑を行い、質疑終局後、討論、採決の結果、

両案はいずれも賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院内閣委員長報告（平成二八年一一月九日） 

○難波奨二君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律案は、宇宙基本法の基本

理念にのっとり、我が国における人工衛星等の打ち上げ及び人工衛星の管理に係る許可

に関する制度並びに人工衛星等の落下等により生ずる損害の賠償に関する制度を設ける

ことにより、宇宙の開発及び利用に関する諸条約を的確かつ円滑に実施するとともに、

公共の安全を確保し、あわせて、当該損害の被害者の保護を図り、もって国民生活の向

上及び経済社会の発展に寄与することとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、我が国の宇宙政策の方向性、

人工衛星等の打ち上げに係る政府補償等の在り方、衛星リモートセンシング記録の利活

用及び規制の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 質疑を終了し、討論に入りましたところ、日本共産党の田村委員より両法律案に反対、

希望の会（自由・社民）の山本委員より両法律案に反対の旨の意見がそれぞれ述べられ

ました。 

 次いで、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決すべきも

のと決定いたしました。 



 なお、両法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告を申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年一一月八日） 

 人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律並びに衛星リモートセンシング

記録の適正な取扱いの確保に関する法律の施行に当たっては、政府は次の諸点について

十分に配慮すべきである。 

一 法の施行に当たっては、米国等の先進事例を踏まえ、ベンチャー企業等の新規参入 

が促進されるよう、執行体制の充実・強化を図り必要な人員を確保するとともに、国 

内企業の実態や諸外国の運用等も十分に考慮して取り組んでいくこと。 

二 二〇二〇年の東京オリンピック・パラリンピックに際し、政府は、準天頂衛星や観 

測衛星などを用いた先端的なサービス等の実証を行えるよう必要な取組を進めること。 

三 政府は、人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律の安全基準の策定に 

当たっては、専門家の意見を聴取しつつ不断に見直しを行うとともに、その変更に当 

たっては、ロケット及び人工衛星等の開発に時間を要することを踏まえて適切に周知 

を行うこと。 

四 政府は、宇宙資源開発をめぐる国際的な動向の把握に努めるとともに、関連産業の 

振興に向けた必要な措置について検討すること。 

五 宇宙開発利用活動によって得られるデータは、ビッグデータとして、社会のイノベ 

ーションに大きな可能性を有する。このため、政府は省庁間連携を強力に推進し、宇 

宙データの活用に努めること。 

六 衛星リモートセンシング記録の規制については、加工情報の在り方及び提供方法に

ついて適切に例示し、規制と産業振興とのバランスを確保すること。 

 右決議する。 


